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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

 

回次
第44期

第１四半期累計期間
第45期

第１四半期累計期間
第44期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (千円) 8,090,422 9,054,940 34,470,934

経常利益 (千円) 131,887 127,825 492,917

四半期(当期)純利益 (千円) 24,931 145,154 287,732

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 2,297,430 2,297,430 2,297,430

発行済株式総数
(内、普通株式)
(内、Ａ種優先株式)

(千株)
 
 

9,600 9,470 9,470
(8,680) (8,680) (8,680)
(920) (790) (790)

純資産額 (千円) 6,907,884 6,967,166 7,058,257

総資産額 (千円) 100,213,824 105,208,200 109,509,663

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 3.34 19.53 35.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 2.27 13.61 25.86

１株当たり配当額
 
 
 

(円)
 
 
 

普通株式
―

普通株式
―

普通株式
5.50

Ａ種優先株式
―

Ａ種優先株式
―

Ａ種優先株式
30.00

自己資本比率 (％) 6.9 6.6 6.4
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため記載し

ておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

シンジケート・ローン契約

当社は、リース及び割賦資産購入のための資金を調達するため、平成28年３月31日付で株式会社北洋銀行と株式

会社みずほ銀行をアレンジャーとする、総額100億円のシンジケート・ローン契約（シンジケーション方式による

金銭消費貸借契約）を締結いたしました。

その主な内容は以下のとおりであります。

① 組成金額

100億円

② 契約締結日

平成28年３月31日

③ 借入期間

平成28年４月25日を第１回目とし平成28年９月26日まで各月14億円を実行、又、平成28年10月25日に16億円を

実行する計７回の分割実行及び平成28年６月30日を初回返済とし、３ヶ月毎の分割返済（最終返済期日：平成

33年３月31日）

④ 参加金融機関等

株式会社北洋銀行　株式会社みずほ銀行　株式会社第四銀行　株式会社北海道銀行

北海道信用農業協同組合連合会　株式会社足利銀行　株式会社商工組合中央金庫　

株式会社七十七銀行　オリックス銀行株式会社　株式会社新生銀行　株式会社三重銀行

株式会社みちのく銀行　株式会社秋田銀行　株式会社イオン銀行　株式会社大光銀行

株式会社東和銀行　みずほ信託銀行株式会社　株式会社横浜銀行　株式会社青森銀行

株式会社岩手銀行　株式会社きらやか銀行　株式会社新銀行東京　株式会社千葉興業銀行　

株式会社徳島銀行　三井住友海上火災保険株式会社　株式会社みなと銀行

⑤ 財務制限条項等

・各年度の決算期及び第２四半期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比

75％以上に維持すること

・各年度の決算期における単体の損益計算書に示される当期損益が、平成28年12月期以降の決算につき２期連

続して損失とならないようにすること
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1)業績の状況

①経営成績に関する分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策等が継続したことを背景に、企業収益・雇用環境

の改善や設備投資の増加などが見られ、引き続き景気は回復傾向にありました。しかしその一方で、中国及びアジ

ア新興国景気の減速や株価の急落・為替の円高推移により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の中、当社は、営業部門におきましては、前３ヶ年でスタートした環境事業営業部、医療関連営

業部東北営業課、アスクル営業推進室の一層の活動強化を図り、積極的に営業活動を展開してまいりました。その

結果、当第１四半期累計期間における新規受注高は8,881百万円（前年同四半期比17.0%増）となりました。

損益面では、当第１四半期累計期間の売上高は9,055百万円（同11.9％増）、営業利益は133百万円（同1.3％

減）、経常利益は128百万円（同3.1％減）、四半期純利益は固定資産売却益を特別利益に計上したこと等により、

145百万円（同482.2％増）となりました。

 

②セグメントの業績

当第１四半期累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントにおける売上高

については「外部顧客に対する売上高」の金額、セグメント利益については報告セグメントの金額を記載しており

ます。

 
［リース・割賦・営業貸付］

リース・割賦・営業貸付の新規受注高は8,819百万円（前年同四半期比17.5％増）、営業資産残高は75,535百万

円（前期末比0.3％増）となりました。また、売上高は8,246百万円（前年同四半期比12.8％増）、セグメント利益

は49百万円（同15.0％増）となりました。

 
［不動産賃貸］

不動産賃貸の新規受注高は54百万円（前年同四半期比35.0％減）、営業資産残高は13,501百万円（前期末比

0.4％減）となりました。また、売上高は788百万円（前年同四半期比4.5％増）、セグメント利益は203百万円（同

7.9％減）となりました。

 

［その他］

その他の新規受注高は7百万円、営業資産残高は173百万円（前期末比4.6％減）となりました。また、売上高は

21百万円（前年同四半期比25.8％減）、セグメント利益は4百万円（同57.0％増）となりました。

　　　　(注)その他の新規受注高は前年同四半期の実績がありませんでしたので、前年同四半期比の記載をしておりません。

 

③ 財政状態に関する分析

当第１四半期会計期間末の総資産は、前期末比4,301百万円減少し105,208百万円となりました。これは主に現金

及び預金の減少によるものです。

負債合計は、前期末比4,210百万円減少し98,241百万円となりました。これは主に長期借入金の減少によるもの

です。

純資産合計は、前期末比91百万円減少し6,967百万円となりました。これは主にその他有価証券評価差額金の減

少によるものです。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び新たに発生

した課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

Ａ種優先株式 3,000,000

計 30,000,000
 

(注)　「普通株式または優先株式につき消却があった場合でも、これに相当する株式数は減じない。」旨を定款に定

めております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,679,800 8,679,800 札幌証券取引所
(注１)
単元株式数　1,000株

Ａ種優先株式
(行使価額修正条項
付新株予約権付社債
券等)

790,000 790,000 ―
(注２，３，４，５，６)
単元株式数　1,000株

計 9,469,800 9,469,800 ― ―
 

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　Ａ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質は次のとおりであります。

(１) 普通株式の株価の下落により、Ａ種優先株式の取得価額が下方に修正された場合に、同優先株式の取得

請求権の行使により交付される普通株式の数が修正前と比べて増加する定めがあります。

(２) 取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準

転換請求期間の初日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配値表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)

② 修正の頻度

１年に２回(平成26年１月21日から平成32年12月31日までのうち、毎年２月１日及び８月１日)

(３) 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

① 取得価額の下限

131円42銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

6,011,261株（平成28年４月30日現在におけるＡ種優先株式の発行済株式総数に基づき算定）

(４) 当会社の決定によるＡ種優先株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

当会社は、平成21年１月21日から平成32年12月31日までのうち、毎年６月１日から６月30日の期間内また

は12月１日から12月31日の期間内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部または一部を金銭を対

価として取得することができます。
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３　Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(１) 優先配当金

①　当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)ま

たはＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する

株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録質権者」という。)

に先立ち、Ａ種優先株式１株につき30円を当該事業年度における上限として、発行に際して取締役会で

定める額の剰余金(以下「Ａ種優先配当金」という。)を配当する。

②　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種

優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰

余金の配当は行わない。

(２) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、普通株主または普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種

優先登録質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき1,000円を支払う。

前記のほか、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては残余財産の分配は行なわない。

(３) 金銭を対価とする取得請求権(償還請求権)

Ａ種優先株主は、平成21年１月21日から平成32年12月31日までのうち、毎年５月１日から５月31日(当該日

が営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「期末償還請求期間」という。)または11月１日から11

月30日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「中間償還請求期間」といい、期末償還

請求期間と中間償還請求期間を「償還請求期間」と総称する。)において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式

の全部または一部につき、金銭を対価とする取得請求(以下「償還請求」という。)をすることができる。

当会社は、それぞれ、期末償還請求期間または中間償還請求期間満了の日から１ヶ月以内に、法令の定め

に従い、株式の取得および対価である金銭の交付(以下「償還」という。)の手続を行うものとする。但

し、各償還請求期間において法令の定める限度額を超えてその発行しているＡ種優先株式の株主からの償

還請求があった場合、各Ａ種優先株主が償還請求を行った株式数によるあん分比例の方式により決定し(但

し、各Ａ種優先株主毎にあん分比例の方式による計算の結果生ずることとなる１株未満の端数について

は、切捨てた数とする。)、あん分比例の方式により決定できない残余分についてはそれぞれ期末償還請求

期間または中間償還請求期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。また、取得の対

価として当会社がＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に交付する金銭の額は、１株につき1,000円とす

る。

(４) 金銭を対価とする取得条項(強制償還)

当会社は、平成21年１月21日から平成32年12月31日までのうち、毎年６月１日から６月30日(当該日が営業

日でない場合には翌営業日)の期間(以下「期末強制償還期間」という。)内または12月１日から12月31日

(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の期間(以下「中間強制償還期間」といい、期末強制償還期間と

中間強制償還期間を「強制償還期間」と総称する。)内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部ま

たは一部を、金銭を対価として取得(以下「強制償還」という。)することができる。なお、一部のＡ種優

先株式についてのみ強制償還をするときは各Ａ種優先株主が有するＡ種優先株式の株式数によるあん分比

例の方式により決定し(但し、各Ａ種優先株主毎にあん分比例の方式による計算の結果生ずることとなる１

株未満の端数については、切捨てた数とする。)、あん分比例の方式により決定できない残余分については

それぞれ期末強制償還期間または中間強制償還期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定

する。取得の対価として当会社がＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に交付する金銭の額は１株につ

き1,000円とする。

(５) 議決権

Ａ種優先株主は、当会社株主総会における議決権を有しない。

(６) 株式の併合又は分割、募集割当てを受ける権利等

①　当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わな

い。

②　当会社は、Ａ種優先株主に対し、募集割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

(７) 普通株式を対価とする取得請求権(転換予約権)

Ａ種優先株主は、以下に定める転換(以下において定義される。)を請求し得べき期間中、以下に定める転

換の条件で、当会社に対し、当会社の普通株式を対価として、その有するＡ種優先株式の取得(以下「転

換」という。)を請求することができる(以下、普通株式を対価とする取得請求権を「転換予約権」とい

う。)。

①　転換を請求し得べき期間

平成26年１月21日から平成32年12月31日までのうち、毎年２月１日から４月30日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)まで及び８月１日から10月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで(それ

ぞれ、以下「転換請求期間」という。)
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②　転換の条件

Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当会社の普通株式への転換を請求することができる。

イ．当初転換価額

最初の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)における時価とする。なお、上

記「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引

日目に始まる30取引日の証券会員制法人札幌証券取引所(以下「札幌証券取引所」という。)における

当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)と

し、その計算は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

ロ．転換価額の修正

転換価額は、最初の転換請求期間経過後の各転換請求期間において、Ａ種優先株式の全部または一部

について転換請求がなされる場合には、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営

業日)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でな

い場合には翌営業日)以降次回の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の前日

までの間、当該修正後の価額に修正される。但し、算出された価額が当初転換価額の70％相当額(以下

「下限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、算出され

た価額が当初転換価額の130％相当額(以下「上限転換価額」という。)を上回るときは、修正後の転換

価額は上限転換価額とする。転換価額が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業

日)の前日までに、下記ハ．により調整された場合には、下限転換価額および上限転換価額についても

同様の調整を行うものとする。

上記「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取

引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表

示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数第３位まで算出し、そ

の小数第３位を切り上げる。但し、当会社の普通株式が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場

合には翌営業日)に先立って札幌証券取引所において上場廃止された場合には、当会社の普通株式の上

場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通

取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)とし、その計算は円位未満小

数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

ハ．転換価額の調整

Ａ．Ａ種優先株式の発行後、次のａないしｃのいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算

式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。
 

    既発行

普通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

 

ａ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る払込金額または処分価額をもって、普通株式を

発行または当会社が有する普通株式(以下「自己株式」という。)を処分する場合(但し、株式分

割、転換予約権付株式の転換または新株予約権の行使による場合を除く。)、調整後の転換価額

は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適

用する。なお、自己株式の処分の場合には、転換価額調整式における「新規発行普通株式数」は

「処分自己株式数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」とそれぞれ読替える。

ｂ．株式分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日があ

る場合はその翌日以降、株式分割のための株主割当日がない場合は、当会社の取締役会において株

式分割の効力発生日と定めた日の翌日以降、これを適用する。

ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る価額をもって普通株式の新株予約権または普通

株式への転換予約権を行使できる有価証券を発行または処分する場合、調整後の転換価額は、当該

新株予約権または転換予約権を行使できる有価証券の発行日もしくは処分の日に、または募集のた

めの株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行または処分された新株予約権または有価証券

上の転換予約権が全額行使されたものとみなし、その発行日もしくは処分の日の翌日以降またはそ

の割当日の翌日以降これを適用する。

Ｂ．上記Ａ．ａないしｃに掲げる場合のほか、合併または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要

とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株

式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は

円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。
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Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)の前日において有効な転換価額とする。また、転換価額調整式で使用する既発行

普通株式数は、株主割当日がある場合はその日(但し、株式分割を行うための当会社の取締役会にお

いて株主割当日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、その日)、また、株主割当日がな

い場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数(当該新規

発行分は含まれない。)とする。

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまると

きは、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価

額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額

を差引いた額を使用する。

ニ．転換により発行すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
 

転換により発行

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換のために

提出したＡ種優先株式の払込金額総額
÷ 転換価額

 

 

発行株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭に

よる精算は行わない。

(８) 普通株式を対価とする取得条項(強制転換)

当会社は、平成32年12月31日までに償還(本項において、償還請求に基づく償還および強制償還に基づく償

還を含む。)されずかつ普通株式に転換されなかったＡ種優先株式を、その翌日(以下「Ａ種優先株式強制転

換基準日」という。)以降に開催される取締役会で定める日をもって、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を

Ａ種優先株式強制転換基準日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値

のない日数を除く。)で除して得られる数の普通株式を対価として、取得する(本項において、「強制転換」

という。)。平均値の計算は、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。但し、当該

平均値が下限転換価額を下回るときは、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる

数の普通株式を対価として交付する。また、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、Ａ種優先株式１株

の払込金相当額を上限転換価額で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。なお、転換価額がＡ

種優先株式強制転換基準日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までに前項に定める転換価額の調整に

より調整された場合には、下限転換価額および上限転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記

の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭

による精算は行わない。

(９) 種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

４　Ａ種優先株主が株主総会において議決権を有しない理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

５　権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

６　当会社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年３月31日 ― 9,469,800 ― 2,297,430 ― 2,137,430
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

790,000
―

「１　株式等の状況」「(1) 株式の総
数等」「②　発行済株式」の「内容」
欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,327,000
1,029 (注１、２)

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,271,000
7,271 (注１)

単元未満株式
普通株式

81,800
― (注１、３)

発行済株式総数 9,469,800 ― ―

総株主の議決権 ― 8,300 ―
 

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　当社所有の自己株式が298,000株、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式が

1,029,000株含まれております。

３　当社所有の自己株式が967株、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

中道リース株式会社
北海道札幌市中央区北１
条東３丁目３番地

298,000 1,029,000 1,327,000 14.01

計 ― 298,000 1,029,000 1,327,000 14.01
 

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行株
式会社（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８-
12
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年１月１日から平成28年

３月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年１月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、瑞輝監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  資産基準         0.2％

  売上高基準       1.4％

  利益基準       　0.9％

  利益剰余金基準   0.1％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,546,094 8,589,804

  受取手形 ※  949 20,634

  割賦債権 ※  22,543,371 22,504,864

  リース債権及びリース投資資産 ※  51,637,003 51,949,113

  営業貸付金 390,835 421,741

  その他の営業貸付債権 1,805,006 1,808,617

  賃貸料等未収入金 1,759,306 2,044,385

  その他の流動資産 593,114 770,099

  貸倒引当金 △128,494 △114,157

  流動資産合計 92,147,184 87,995,100

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸資産 13,728,346 13,682,039

   社用資産 86,478 85,469

   有形固定資産合計 13,814,824 13,767,508

  無形固定資産 95,922 94,105

  投資その他の資産   

   その他の投資 3,372,942 3,288,568

   貸倒引当金 △47,618 △58,702

   投資その他の資産合計 3,325,324 3,229,866

  固定資産合計 17,236,070 17,091,479

 繰延資産 126,409 121,621

 資産合計 109,509,663 105,208,200

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※  1,067,554 465,866

  買掛金 2,809,915 3,915,150

  短期借入金 2,870,000 3,170,000

  1年内返済予定の長期借入金 26,054,357 24,987,904

  1年内償還予定の社債 4,174,000 4,195,000

  未払法人税等 155,795 156,333

  割賦未実現利益 1,098,004 1,130,337

  役員賞与引当金 23,000 -

  賞与引当金 44,493 59,172

  その他の流動負債 1,193,147 1,346,812

  流動負債合計 39,490,265 39,426,573
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年３月31日)

 固定負債   

  社債 5,240,000 5,110,000

  長期借入金 47,600,883 43,950,341

  債権流動化に伴う長期支払債務 2,003,944 1,636,977

  退職給付引当金 47,971 53,430

  受取保証金 6,079,423 6,068,393

  資産除去債務 530,332 599,344

  その他の固定負債 1,458,588 1,395,975

  固定負債合計 62,961,141 58,814,460

 負債合計 102,451,406 98,241,033

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,297,430 2,297,430

  資本剰余金 2,137,430 2,137,430

  利益剰余金 2,471,861 2,552,292

  自己株式 △197,308 △225,183

  株主資本合計 6,709,413 6,761,969

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 348,844 205,197

  評価・換算差額等合計 348,844 205,197

 純資産合計 7,058,257 6,967,166

負債純資産合計 109,509,663 105,208,200
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 8,090,422 9,054,940

売上原価 7,482,267 8,441,857

売上総利益 608,155 613,083

販売費及び一般管理費 472,922 479,651

営業利益 135,233 133,432

営業外収益   

 受取利息 90 96

 受取配当金 1,880 300

 償却債権取立益 1,100 60

 その他の営業外収益 200 168

 営業外収益合計 3,270 624

営業外費用   

 支払利息 4,335 4,013

 支払手数料 2,142 2,142

 その他の営業外費用 139 76

 営業外費用合計 6,616 6,231

経常利益 131,887 127,825

特別利益   

 固定資産売却益 - 155,776

 特別利益合計 - 155,776

特別損失   

 固定資産除売却損 9,333 1,483

 減損損失 - 10,546

 特別損失合計 9,333 12,029

税引前四半期純利益 122,554 271,572

法人税、住民税及び事業税 105,827 144,327

法人税等調整額 △8,204 △17,909

法人税等合計 97,622 126,418

四半期純利益 24,931 145,154
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

   当社は、従業員に対する福利厚生サービスを目的として、受給権を付与された従業員に信託を通じて自社の株式

を交付する取引を行っております。　

(1) 取引の概要

　 予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し当社株式を給付する

仕組みです。当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時に累積したポイントに相当

する当社株式を給付します。なお退職者に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来

分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27

年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

　 信託における帳簿価額は、前事業年度102,604千円、当第１四半期会計期間130,270千円であります。信託が保有

する自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。　

　 期末株式数は、前第１四半期会計期間928,000株、当第１四半期会計期間1,029,000株であり、期中平均株式数

は、前第１四半期累計期間928,000株、当第１四半期累計期間949,500株であります。期末株式数及び期中平均株式

数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 
(法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正)

   平成28年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が公布

され、平成28年４月１日以後開始する事業年度より、法人税率等が変更されることになりました。これに伴い、平

成29年１月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等について、その繰延税金資産及び繰延

税金負債を計算する法定実効税率は、平成29年１月１日から平成30年12月31日までは32.01％から30.65％へ、平成

31年１月１日以降は32.01％から30.41％へ変更されます。　　　

   この法定実効税率に基づき、当第１四半期会計期間末の繰延税金資産及び繰延税金負債を計算した結果、繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が22,306千円減少、その他有価証券評価差額金が3,994千円

増加、当第１四半期累計期間の法人税等調整額が26,300千円増加しております。　　　
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(四半期貸借対照表関係)

※四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残高に含まれて

おります。

    (1)受取手形

　
前事業年度

（平成27年12月31日）
当第１四半期会計期間
（平成28年３月31日）

(貸借対照表上の科目)

 受取手形

割賦債権

リース投資資産

リース債権

 
 451千円

84,812千円

53,214千円

84千円

 
 ― 千円

 ― 千円

 ― 千円

 ― 千円

受取手形計 138,562千円  ― 千円
 

 

    (2)支払手形

　
前事業年度

（平成27年12月31日）
当第１四半期会計期間
（平成28年３月31日）

(貸借対照表上の科目)

支払手形

 
155,310千円

 
 ― 千円

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

　
前第１四半期累計期間
（自　平成27年１月１日
 至　平成27年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年１月１日
 至　平成28年３月31日）

減価償却費 201,888千円 208,323千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月24日
定時株主総会

普通株式 41,005 5.50 平成26年12月31日 平成27年３月25日 利益剰余金

平成27年３月24日
定時株主総会

Ａ種
優先株式

27,600 30.00 平成26年12月31日 平成27年３月25日 利益剰余金
 

(注)　資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式928,000株は、株主資本において自己株式とし

て計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より5,104千円を除いております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月25日
定時株主総会

普通株式 41,023 5.50 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金

平成28年３月25日
定時株主総会

Ａ種
優先株式

23,700 30.00 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金
 

(注)　資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式923,000株は、株主資本において自己株式とし

て計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より5,077千円を除いております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高      

  外部顧客への売上高 7,307,625 754,384 8,062,009 28,413 8,090,422

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,307,625 754,384 8,062,009 28,413 8,090,422

セグメント利益 43,023 220,249 263,271 2,563 265,834
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含ん

でおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 263,271

「その他」の区分の利益 2,563

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △130,601

四半期損益計算書の営業利益 135,233
 

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高      

  外部顧客への売上高 8,245,632 788,218 9,033,850 21,090 9,054,940

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,245,632 788,218 9,033,850 21,090 9,054,940

セグメント利益 49,476 202,807 252,283 4,025 256,308
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含ん

でおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 252,283

「その他」の区分の利益 4,025

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △122,876

四半期損益計算書の営業利益 133,432
 

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「不動産賃貸」セグメントにおいて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上してお

ります。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期累計期間において、10,546千円であります。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成27年１月１日
 至　平成27年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年１月１日
 至　平成28年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 3.34円 19.53円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 24,931 145,154

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 24,931 145,154

普通株式の期中平均株式数(株) 7,455,075 7,431,623

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2.27円 13.61円

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 3,529,366 3,237,041

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株

式は、「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己株式の期中平均株式

数は前第１四半期累計期間928,000株、当第１四半期累計期間949,500株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年５月13日

中道リース株式会社

取締役会  御中

瑞輝監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   大   浦   崇   志   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   岡　　田　　友　　香   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中道リース株式

会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第45期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中道リース株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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